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WBCSDレポートとVCM部会について

実際にリスクをどう特定・測定し、戦略を立て、
報告するかという具体的な「フレームワーク」
や「ステップ」を提示（HOW）

CEO及び経営陣に「物理的リスクへの対策は、
単なるコストではなく将来の収益を守る投資
である」と説得するための資料（WHY）

GCNJ VCM部会メンバー
後藤 敏彦（GCNJ業務執行理事、座長）
小野田真二（IGES、副座長）
金田 晃一（株式会社NTTデータグループ）
日下部奈々（ソフトバンク株式会社）
佐々木睦実（ナブテスコ株式会社）
長谷川美幸（株式会社荏原製作所）
長谷部 賢（株式会社日本政策投資銀行）
渡辺 美紀（オモビオ株式会社）

<経緯>
• GCNJ会員であるIGESとSOMPO HDによる
共同翻訳（3月発行）

• 日本のWBCSDタスクフォースが翻訳協力
• VCM部会の金田氏と渡辺氏が翻訳レビュー
• VCM部会＋SOMPO HD/損保ジャパン担当
者で計4回の勉強会を開催

https://www.iges.or.jp/en/pub/baryu-chien-niokeru-butsuri-teki-risuku-rejiriensu-keiei-so-no-renkei-no-tame-no-ceo-handobukku
https://www.iges.or.jp/jp/pub/getting-ahead-physical-risk-jp/ja
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用語の確認：物理的リスクとレジリエンス
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現在進行中の物理的リスクはさらに深刻化する予想

• 2024年の異常気象や慢性的な物理的変化による世界の経済損失は3,200億ドル（約50兆円）、
そのうち保険でカバーされたのは半分以下で、ギャップは拡大の一途

• 気候変動影響のさらなる深刻化
• 2050年までに土地の90％以上が劣化する可能性
• PFAS（人工の有機フッ素化合物）等による人の健康・産業・生態系へのリスク

→  急性及び慢性の物理的ハザードは、企業や社会の適応能力を超えるレベルに達する可能性

写真：共同通信 写真：ロイター＝共同

千葉豪雨 (8月) ヒマラヤ氷河崩壊 (8月)
他の様々なリスク
• 人口動態の変化
• 巨大地震
• 人工知能（AI）
• 金融危機
• 紛争
• 地政学・地経学 etc.
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資産レベル（一次的影響）
例： 洪水による工場の閉鎖。 

バリューチェーンレベル（二次的影響）
例：調達先の洪水被害による、自社事業

への波及・操業停滞。 

システムレベル（三次的影響）
例：地域被災・生活インフラ麻痺による

従業員の長期間の就労不能。

業務への影響
例：干ばつ・水蒸気量低下による水路運休と、

資材配送遅延・生産停止

戦略への影響
例：持続的な水不足に伴う重要部材（半導体

等）調達難と、立地・調達戦略の変更 

財務への影響
①投入コストの上昇
例： 作物病害による供給途絶・価格高騰と調達コスト増 

②リスク移転コストの増加や予期せぬ緊急費用の発生
例：被災後の海外緊急調達に伴う価格高騰・納期長期化

③資本計画の修正
例：原価急騰による業績下方修正と株価下落、資本計画の見直し

企業は自社資産の先にある
バリューチェーンの状況を
可視化できていないことが多い。

リスクマネジメントには、
単なる事故対応以上の対策が
必要となる。

物理的事象がもたらす全社的な打撃
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バリューチェーンのレジリエンスを高めるフレームワーク
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重要な結節点（クリティカルノード）抽出の5つの視点
1. 単一調達（シングルソース）への依存 
2. 高リスク地域への地理的集中 
3. 代替が困難な投入物やサプライヤー 
4. ジャストインタイムモデルと在庫バッファーの希薄さ 
5. 顧客や物流経路への依存 

• サプライチェーン全体（Tier N）を全方位
で追跡することは人的・費用的に困難。

• 自社にとって「ここが止まると事業が成立
しない」というクリティカルパスへ「選択
と集中」を行うことが現実的ではないか。

VCM部会での議論

1. 特定（バリューチェーン上の重要な結節点を見つける）
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2. 測定（物理的リスクの財務的影響を定量化する）

• 影響を精緻に金銭換算できる企業は限定的。特に職人技術やすり合わせ能力、取引先との信頼関係
など、数値化しにくく代替できない依存関係をどう管理するかが課題。

• 個社単独で取引先に個別調査をかけると重複や負担集中が起きる。各社が自ら判断する「垂直的管
理」に加え、共通様式やシステムを業界全体で共有・運用する「水平的共同機能」の整備が必要。

VCM部会での議論

ハザード（発生確率・強度）× エクスポージャー（所在地）× 脆弱性（被害の受けやすさ）をかけ合わせ、
損害額や事業中断額を「リスクにさらされている価値」として金銭定量化
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3.レジリエンス戦略の策定（最適な対策を選定する）

• 巨大リスクは保険市場だけではカバーしきれない（プロテクションギャップの存在）。
• 保険はあくまで補完であり、まずは業務上・構造上のリスク低減策を先行させ、残余リスクに対して
保険や手元資金を組み合わせるアプローチが本質的。

VCM部会での議論

リスク許容度の設定においては、社内のリスクを「許容不可（即時対策・移転が必要）」「要注意（継続
モニタリング）」「許容可能（許容範囲内）」の3レベルに区分・優先順位付けをおこなう。
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4.実行とモニタリング（対策の実施と継続的な改善を確実にする）

意味のあるKPI（←研修やBCPマニュアル策定などの活動
件数からの脱却）
レベル1：対策の完了率などの「実施進捗KPI」 
レベル2：想定停止日数の短縮、高リスクから中リスクへ

  の移行などの「リスク低減KPI」
レベル3：クリティカルノードにおける物理的リスクレベル

  変化（例：高⇒中）、回避された停止期間や復旧
  コストの削減額などの「定量評価KPI」

• 日本企業最大の壁は「組織の縦割り」で、BCPは総
務、調達は購買、保険は財務などと分断。

• 新たな施策を増やすのではなく、既存施策を1つの
ロードマップ上で整理し、「どのリスクを低減する
施策か」を可視化すること。

• CXOの評価制度や報酬・インセンティブ制度も重要。

VCM部会での議論
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5. 報告と開示（ステークホルダーへ効果的に伝える）

• クリティカルノードや深層サプライヤーを詳細に開示することは、機密流出や取引先へのレピュテー
ションリスク、未確定リスクに対する市場の過度な懸念を招く恐れ。

• 透明性を高めた結果、投資家や金融機関が資金を引き上げることがないよう、ベストエフォートによる
可視化やリスク分散、残余リスクへの合理的な対応構造を評価・受容する市場環境や世論の醸成が重要。

• 法定開示（有価証券報告書等）と幅広い情報公開では目的・原則が異なる。「誰に、何のために、何を
出すか」という戦略が必要。

• サプライヤーの過度な負担を回避するため、大企業側は費用・便益の共同負担、技術・資金の能力構築
を支える視点が不可欠。

VCM部会での議論
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